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1.経営戦略策定の基本的事項 

1.1 経営戦略策定の趣旨 

 浦添市の下水道事業は、市民の公衆衛生の向上、浸水被害の防除及び公共用水域の水

質保全を図り安全で快適な生活を確保するため、昭和 46 年 3 月に事業認可を受け、昭和

47 年 10 月に第 1 次供用開始以降、処理場を有しない流域関連公共下水道として下水道

整備を進めてきた。 

令和 5 年度末現在の整備状況は、事業計画面積 1,817.2ha のうち 1,614ha の整備を終

えている。管路延長 298km（汚水 259km、雨水 39km）、中継ポンプ場 6箇所を有している。

これまでに、平成 21 年度に「浦添市下水道中期ビジョン」を策定している。また令和 2

年 4 月 1 日より、地方公営企業法を全部適用し、会計方式を官公庁会計方式から公営企

業会計方式へ移行している。 

 経営の更なる健全化のため、経営状況の把握、分析及び将来予測を行うとともに効率

化と合理化を図り、持続可能な下水道事業経営を計れるよう、平成 31 年 3 月に経営戦略

を策定している。 

今回の改定は、浦添市下水道事業における保有資産の更新需要や人口減少に伴う使用

料収入の減少等、将来の事業環境を予想し、的確な原価の算定、投資・財源試算を行い、

中長期的な視点に立って将来を見据えた事業の健全な継続経営を図るために行う。 

 

1.2 経営戦略の位置づけと計画期間 

 浦添市下水道事業の経営戦略は、浦添市全体の計画である「第五次浦添市総合計画」

との整合を図ります。あわせて汚水処理事業の上位計画である「沖縄汚水再生ちゅら水

プラン 2023（沖縄県下水道等整備構想）」や、その他ストックマネジメント計画、耐水

化・耐震化計画の内容も反映させます。 

 経営戦略の計画期間は、10 年間（令和 7年度～令和 16 年度）と設定します。今後は、

3～5年に一度、計画の見直しを行うものとします。 

 

 

図１ 浦添市下水道事業経営戦略の位置づけ 
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2.事業概要 

2.1 下水道事業の概要 

浦添市の下水道事業は、処理場を有しない流域関連公共下水道事業であり、沖縄県が

運営する流域下水道（那覇処理区、伊佐浜処理区）に接続している。浦添市の保有する

下水道資産として、管渠 298 ㎞（汚水 259 ㎞、雨 39 ㎞）と中継ポンプ場 6 箇所（汚水）、

マンホールポンプ 11 箇所がある。 

 今後 10 年で、全体の半数近くが耐用年数 50 年を超過する（耐用年数 50 年を超過する

1974 年以前施工の管路延長は約 26 ㎞、今後 10 年で耐用年数 50 年を超過する 1984 年以

前施工の管路延長は約 142 ㎞）見通しのため、計画的な改築更新・点検調査・修繕が欠

かせない状況である。 

 また、供用開始年月のもっとも古い前田中継ポンプ場は、42 年が経過しつつある。６

つのポンプ場のうち、港川中継ポンプ場、牧港中継ポンプ場、西洲中継ポンプ場は、海

との距離が近い立地条件にあり、令和 4 年度から令和 5 年度にかけて策定した耐水化計

画の検討対象施設となっている。牧港中継ポンプ場は、これまでにポンプ本体をマンホ

ール内に移設し、マンホールポンプ化しており、建物内には電気設備のみある状況とな

っている。令和 5年度までに、ストックマネジメント計画、耐水化計画を策定しており、

今後、計画的な改築更新工事をすすめる予定である。あわせて、耐震診断・補強工事 

も並行して進め、いつ発生するかわからない地震・津波に備える必要がある。 

 

 

図２ 下水道区域とポンプ場施設の位置図  
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3.将来の事業環境 

3.1 水需要の見通し 

 水道事業において水需要予測を作成しており、下水道事業の汚水処理水量の予測に用いる。水需要予測結果を以下に示す。 

 

表１ 水需要予測結果 
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3.2 水洗化人口と汚水処理水量の見込み 

水需要予測資料、給水実績、汚水処理実績をもとに、水洗化人口と汚水処理水量の将来予測を行った。 

 

表２ 水洗化人口と年間汚水処理水量の将来予測 

 

 

項目 単位 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 備考

行政区域内人口 人 114,825 114,915 115,006 114,868 114,932 115,006 115,078 115,151 115,168 114,984 114,790 114,597
水道の水需要予測資料より
　行政区域内人口＝給水人口

整備面積 ha 1,614 1,615 1,616 1,617 1,618 1,619 1,620 1,621 1,622 1,623 1,624 1,625

処理区域内人口 人 111,522 111,619 111,718 111,594 111,672 111,759 111,845 111,932 111,964 111,795 111,616 111,439
行政区域内人口にしめる処理区域内人口の比97.12％より設定し
開発人口を上乗せ。

汚水処理人口普及率 ％ 97.12 97.13 97.14 97.15 97.16 97.18 97.19 97.20 97.22 97.23 97.23 97.24
R5実績値で「すう勢人口」を固定し、区画整理分の開発人口はそ
のまま追加。

水洗化人口（現在水洗便所設置済人口） 人 105,903 106,372 106,843 107,101 107,195 107,285 107,376 107,467 107,506 107,345 107,174 107,003 処理区域内人口と水洗化率（設定）により算出。

水洗化率 ％ 94.96 95.31 95.65 96.00 95.99 96.00 96.00 96.01 96.02 96.02 96.02 96.02 R8構想中間目標96.0％より設定。以降、開発人口分が上乗せ。

生活汚水量 ㎥/日 21,841 22,913 23,014 23,070 23,090 23,109 23,129 23,148 23,157 23,122 23,085 23,048 接続人口×一人一日当り（生活）

営業汚水量 ㎥/日 7,365 7,529 7,631 7,734 7,836 7,939 8,042 8,144 8,247 8,349 8,452 8,452 水道の水需要予測資料より　営業時系列傾向分析

官公署用水量 ㎥/日 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 水道の水需要予測資料より　直近の実績値

基地用水量 ㎥/日 1,422 1,260 1,118 992 880 781 693 615 546 484 430 381 水道の水需要予測資料より　時系列傾向分析

有収水量（下水道） ㎥/日 32,118 33,192 33,253 33,286 33,296 33,319 33,354 33,397 33,440 33,445 33,457 33,371 生活汚水量＋営業汚水量＋官公署用水量＋基地用水量

年間日数 日 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 うるう年を考慮

年間汚水処理水量（下水道） ㎥ 11,755,063 12,115,080 12,137,345 12,149,390 12,186,336 12,161,435 12,174,210 12,189,905 12,239,040 12,207,425 12,211,805 12,180,415 水道の水需要予測のうち、臨時用水量、船舶用水量は含まない。
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4.経営の基本方針 

4.1 基本理念と基本方針 

 浦添市下水道中期ビジョンの基本方針として、下水道経営、下水道機能の維持・向上、

災害対策、効率的整備を掲げている。 

 

 

図３ 浦添市下水道中期ビジョンの基本方針 
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5.投資・財政計画 

5.1 投資の説明 

 新設及び改築の投資は、「事業費及び事業量調査表」より計上した。 

 沖縄振興公共投資交付金、防災・安全交付金を活用し、汚水管渠の新設、改築（ストマ

ネ等含む）、雨水管渠の新設、改築（ストマネ等含む）、汚水ポンプ場の改築、地震対策を

進めます。 

 単独事業として汚水管渠の新設・改築、公共桝設置、雨水管渠の新設・改築、汚水ポン

プ場の改築を進めます。 

 

表３ 投資年次計画（2025（令和 7）年度～2034（令和 16）年度） 

 
 

表４ 流域下水道建設費負担金（2025（令和 7）年度～2034（令和 16）年度） 

 

 

  

（単位：千円）

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

計画関係 基本計画策定（汚水） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 7,500 0 0 0 0 10,000 0 0 0 0 17,500

計画関係 雨水出水浸水想定区域図策定 防災・安全交付金 50% 50年 5,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,000

汚水管渠 新設 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 205,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 100,000 1,505,000

汚水管渠 改築（ストマネ等含む） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 70,000 120,000 120,000 120,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 200,000 1,380,000

汚水管渠 新設・改築 単独事業 0% 50年 5,100 5,202 5,306 5,412 5,520 5,631 5,743 5,858 5,975 6,095 55,842

汚水管渠 公共桝設置 0% 50年 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 197,400

雨水管渠 新設 防災・安全交付金 50% 50年 365,000 300,000 300,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 2,365,000

雨水管渠 改築（ストマネ等含む） 防災・安全交付金 50% 50年 0 0 0 100,000 100,000 100,000 200,000 200,000 200,000 200,000 1,100,000

雨水管渠 新設・改築 単独事業 0% 50年 5,100 5,202 5,306 5,412 5,520 5,631 5,743 5,858 5,975 6,095 55,842

汚水ポンプ場 改築 沖縄振興公共投資交付金 25% 20年 15,000 87,000 279,000 284,000 165,000 244,000 336,000 200,000 200,000 200,000 2,010,000

汚水ポンプ場 地震対策 防災・安全交付金 50% 20年 15,000 0 47,000 15,000 50,000 15,000 0 0 0 0 142,000

汚水ポンプ場 改築 単独事業 0% 20年 15,000 8,000 8,160 8,323 8,490 8,659 8,833 9,009 9,189 9,373 93,036

727,440 695,144 934,512 907,887 854,270 908,661 1,076,059 940,465 940,879 941,303 8,926,620

計画関係 12,500 0 0 0 0 10,000 0 0 0 0 22,500

汚水管渠 299,840 294,942 295,046 295,152 325,260 325,371 325,483 325,598 325,715 325,835 3,138,242

雨水管渠 370,100 305,202 305,306 305,412 305,520 305,631 405,743 405,858 405,975 406,095 3,520,842

ポンプ場 45,000 95,000 334,160 307,323 223,490 267,659 344,833 209,009 209,189 209,373 2,245,036

対象施設

合計
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5.2 財源の説明 

 下水道使用料による収入は、水需要予測から算出した汚水量予測に、令和 5 年度実績

使用料単価 91.75 円/m3を乗じて算出した。 

 基準外繰入金は見込まない、他会計借入金は新規で見込まないものと設定した。 

投資に対する財源は、「事業費及び事業量調査表」より計上した。 

国補助金は、要望額に対する採択率を考慮し、補助率を 50％と設定した。 

県補助金は、要望額に対する採択率を考慮し、補助率を 25％と設定した。 

 企業債は、「事業費及び事業量調査表」に含ない流域下水道建設費負担金を追加した。 

 なお、公共桝設置は、内部留保資金により充当と設定した。  

 

表５ 下水道使用料収入（2025（令和 7）年度～2034（令和 16）年度） 

 

 

表６ 国補助金（2025（令和 7）年度～2034（令和 16）年度） 

 
 

表７ 県補助金（2025（令和 7）年度～2034（令和 16）年度） 

 
 

表８ 企業債（2025（令和 7）年度～2034（令和 16）年度） 

 

 

表９ 内部留保資金（2025（令和 7）年度～2034（令和 16）年度） 

 

  

（単位：千円）

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

計画関係 雨水出水浸水想定区域図策定 防災・安全交付金 50% 50年 2,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,500

雨水管渠 新設 防災・安全交付金 50% 50年 182,500 150,000 150,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 1,182,500

雨水管渠 改築（ストマネ等含む） 防災・安全交付金 50% 50年 0 0 0 50,000 50,000 50,000 100,000 100,000 100,000 100,000 550,000

汚水ポンプ場 地震対策 防災・安全交付金 50% 20年 7,500 0 23,500 7,500 25,000 7,500 0 0 0 0 71,000

192,500 150,000 173,500 157,500 175,000 157,500 200,000 200,000 200,000 200,000 1,806,000

対象施設

合計

（単位：千円）

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

計画関係 基本計画策定（汚水） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 1,875 0 0 0 0 2,500 0 0 0 0 4,375

汚水管渠 新設 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 51,250 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 25,000 376,250

汚水管渠 改築（ストマネ等含む） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 17,500 30,000 30,000 30,000 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 50,000 345,000

汚水ポンプ場 改築 沖縄振興公共投資交付金 25% 20年 3,750 21,750 69,750 71,000 41,250 61,000 84,000 50,000 50,000 50,000 502,500

74,375 89,250 137,250 138,500 116,250 138,500 159,000 125,000 125,000 125,000 1,228,125

対象施設

合計

（単位：千円）

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

計画関係 基本計画策定（汚水） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 5,625 0 0 0 0 7,500 0 0 0 0 13,125

計画関係 雨水出水浸水想定区域図策定 防災・安全交付金 50% 50年 2,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,500

汚水管渠 新設 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 153,750 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 75,000 1,128,750

汚水管渠 改築（ストマネ等含む） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 52,500 90,000 90,000 90,000 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 150,000 1,035,000

汚水管渠 新設・改築 単独事業 0% 50年 5,100 5,202 5,306 5,412 5,520 5,631 5,743 5,858 5,975 6,095 55,842

雨水管渠 新設 防災・安全交付金 50% 50年 182,500 150,000 150,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 1,182,500

雨水管渠 改築（ストマネ等含む） 防災・安全交付金 50% 50年 0 0 0 50,000 50,000 50,000 100,000 100,000 100,000 100,000 550,000

雨水管渠 新設・改築 単独事業 0% 50年 5,100 5,202 5,306 5,412 5,520 5,631 5,743 5,858 5,975 6,095 55,842

汚水ポンプ場 改築 沖縄振興公共投資交付金 25% 20年 11,250 65,250 209,250 213,000 123,750 183,000 252,000 150,000 150,000 150,000 1,507,500

汚水ポンプ場 地震対策 防災・安全交付金 50% 20年 7,500 0 23,500 7,500 25,000 7,500 0 0 0 0 71,000

汚水ポンプ場 改築 単独事業 0% 20年 15,000 8,000 8,160 8,323 8,490 8,659 8,833 9,009 9,189 9,373 93,036

440,825 436,154 604,022 592,147 543,280 592,921 697,319 595,725 596,139 596,563 5,695,095

計画関係 8,125 0 0 0 0 7,500 0 0 0 0 15,625

汚水管渠 211,350 207,702 207,806 207,912 230,520 230,631 230,743 230,858 230,975 231,095 2,219,592

雨水管渠 187,600 155,202 155,306 155,412 155,520 155,631 205,743 205,858 205,975 206,095 1,788,342

ポンプ場 33,750 73,250 240,910 228,823 157,240 199,159 260,833 159,009 159,189 159,373 1,671,536

対象施設

合計

（単位：千円）

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

汚水管渠 公共桝設置 0% 50年 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 197,400

対象施設
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5.3 経営指標の目標設定 

 これまでに「令和 5 年度下水道事業経営アドバイザリー業務委託」において、独自選

定した 10 項目の分析指標を設定した。今回の経営戦略の改定にあわせて、以下の数値目

標を設定した。 

・経費回収率（令和 5年度 98.46％）は 100％以上の継続を目標とする。 

・水洗化率（令和 5年度末 94.96％）を令和 7年度末までに 97％達成を目標とする。 

・耐震基準を満たすポンプ場施設数の向上（令和 14 年度末 83.3％達成）を目標とする。 

 

表１０ 独自選定した経営指標 10 項目 
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5.4 投資・財政計画 

 収益的収支及び資本的収支の見通しを整理すると、料金改定（令和 5 年度実施）によ

り、以前より増収となるものの、今後は横ばい傾向の見通しです。収益的支出は、経費

の増加により今後、赤字が拡大し、資金期末残高は、令和 7年度に枯渇する見通しです。 

現行の収支計画では、老朽化した施設の改築更新などに対応できず、下水道事業の持

続性が懸念されるため、経費削減や料金改定などの経営改善のための可能な方策を実施

していく必要がある。 

 

図４ 収益的収支見通し（現行料金） 

（令和６年度 浦添市上下水道料金等審議会（第２回）資料より） 

 

 
図５ 収益的支出の内訳 

（令和６年度 浦添市上下水道料金等審議会（第２回）資料より） 
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図６ 資本的収支・資金期末残高の見通し（現行料金） 

（令和６年度 浦添市上下水道料金等審議会（第２回）資料より） 
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6.「収支ギャップ」解消に係る取組 

6.1 投資の合理化・経費の見直し 

将来を見据えた持続可能な下水道事業に向けて、投資の合理化・経費の見直しを継続

的に進めていく必要がある。 

 

◆広域化・共同化への取組み 

 沖縄県では、令和 5 年 3 月に「沖縄県汚水処理事業広域化・共同化計画」を取りまと

めている。浦添市は以下の４項目のソフトメニューを計画している。 

・人材育成（職員研修、技術者派遣）の共同実施 

・広報活動（イベント開催、メディア活用）の共同実施 

・災害時対応の広域化 

・維持管理（管路）の共同化 

※ただし、経費削減について定量化できないため、今回の経営戦略には含めていない。 

 

◆官民連携（民間活用）の導入検討 

 官民連携（民間活用）により、業務の効率化や経費の削減を目指す検討を進めます。 

 具体的には、包括的民間委託や管理更新一体型、管理更新支援型といわれるウォータ

ーPPP と呼ばれる手法など、目的と手段を整理した上で、導入の効果等を整理し、導入の

可能性を検討していきます。 

また、下水道のみならず、上下水道一体での導入や、近隣団体との連携など、様々な

手法が想定されるため、その導入効果を慎重に見極めていきます。 

※具体的な経費削減額が示されていないため、今回の経営戦略には含めていない。 

 

◆ポンプ場改築時のポンプ能力適正化、耐水化・耐震化の工事時期調整 

ポンプ場の改築更新時においては、既計画の水量、実績流入水量、将来予測水量等を

考慮し、ポンプ能力の適正化を図ります。また、耐震化・耐水化が必要な施設について

は、個別に工事を行うよりも工事時期を調整し、同時に施工するほうが効率的であり、

あわせて経費削減や工期短縮が期待できる。 

※現行の計画の見直し時に、設計数量や設定条件に留意し、再度、必要なポンプ能力を

検討します。 

 

◆ストックマネジメント計画 

 浦添市では、浦添市下水道ストックマネジメント計画を令和 6年 2月に改定している。

そこでは、的確なタイミングで点検・調査を実施し、緊急度及び健全度を改築の判断基

準としている。今回の経営戦略では、汚水ポンプ場の改築更新について、工事費の平準

化を行います。 
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図７ ポンプ場事業費の平準化 

 

6.2 使用料改定 

 物価上昇の影響を把握しつつ、汚水ポンプ場の改築更新について投資の平準化を行っ

たうえで、なお残る「収支ギャップ」の解消にむけて、料金改定を検討した。 

料金改定の目標として、以下の点に留意した。 

・基準外繰入を見込まず、他会計借入金を新たに見込まない。 

・資本的収支の不足額を内部留保で賄えるよう運転資金を確保する。 

・経常利益（黒字）と経費回収率の向上を目指す。 

・使用料 1年分の運転資金の確保を目指す。 

料金改定は、令和 5 年度の使用料単価 91.75 円から何％値上げかを設定する。料金改

定の時期は、令和 7年度～令和 11 年度、令和 12 年度～令和 16 年度の 5年で区切り、改

定回数 2回を設定する。改定率は、令和７年度に 22％改定（使用料単価 111.94 円/㎥）

し、令和 12 年度に 37％改定（使用料単価 125.70 円/㎥）する使用料改定を設定した。 

 

表１１ 将来の使用料改定率 

使用料改定時期 
Ｒ6年度 

（2024） 

Ｒ7 年度 

（2025） 

Ｒ12 年度 

（2030） 

使用料改定率 ※ 
0％ 

（0％） 

22％ 

（約 22.0％） 

37％ 

（約 12.3％） 

家事用 

1か月あたり20㎥使用時の

下水道使用料 

1,632 円 1,991 円 2,236 円 

※料金改定率の上段（括弧なし）は、現行料金体系からの改定率を示す。 

※料金改定率の下段（括弧あり）は、前回改定料金体系からの改定率を示す。 
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図８ 収益的収支見通し（使用料改定） 

 

 

 
図９ 資本的収支と資金期末残高の推移（使用料改定） 
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6.3 フォローアップ 

 今回の経営戦略の改定では、物価上昇や将来人口予測、将来汚水量予測は、現時点で

入手できる最新のデータをもとに設定した。下水道事業の持続可能な経営基盤の強化の

ため、独立採算の原則を考慮すると、下水道使用料の料金改定は避けられないものと考

える。下水道使用料の改定により「収支ギャップ」を解消し、経営戦略を改定するもの

とした。その一方で、想定している設定条件と実際の数値は、乖離していくことも考え

られるため、設定した目標（経費回収率など）への進捗状況確認が必要と考えます。 

今後、3～5年に１度の頻度で、経営戦略を見直し、より最新の情報により、あらため

て料金改定の可否を検討することが望ましい。 

 

表１２ 経費回収率の向上にむけたロードマップ 
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表１３ 収益的収支の見通し 
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表１４ 資本的収支の見通し 

 

- 16 -


